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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【経常収支比率】
(人件費)
 　３５．７％と高い水準となっている。職員数や給与水準は類似団体と比べて低くなっているものの，町税や地方交付税など経常収入の大幅な減少が原因と
なっている。今後は集中改革プランに掲げた取組みの実施により，改善を図っていく。具体的には，特別職，一般職給料の減額，管理職手当の削減，新規採用
の抑制による職員数の削減を実施し，人件費の削減を図る。
（物件費）
　類似団体平均に比べて減少傾向にあるが，これは庁舎をはじめとする公共施設の清掃や道路，公園等町有地の草刈を職員が実施したことにより，委託料が
削減されたことなどが原因となっている。今後も物件費の見直しを実施し，更なる削減に努める。
（公債費）
　類似団体平均を若干下回っているが，過去の比率から見ると上昇傾向にあり，平成１９年度にピークを迎えると見込まれることから，今後予定されている事
業の規模縮小や時期の延伸など見直しを行い，町債の発行を抑制することにより，公債費の負担軽減を図る。
（補助費等）
　１７．８％と類似団体と比べて高くなっているが，これはごみ処理場などの一部事務組合に対する負担金や基盤整備に係る土地改良区への負担金が多額と
なっていることが主な原因となっている。今後は一部事務組合に対する負担金において，町内ごみ排出量の減少や，事務事業の見直し等により負担金の削
減を図っていく。また，補助金については，行政改革による町単独の補助金の見直しなど削減を図っているが，引き続き見直しを行い，抑制に努める。
（その他）
　類似団体平均を上回っているのは，繰出金の増加が主な要因であり，老人保健特別会計の医療費の増加や下水道事業会計の維持管理経費の増加により
繰出金が必要となっているためである。今後下水道事業においては，経費を節減するとともに，独立採算の原則に立ち返った料金の値上げ等も検討し，繰出
金の削減を図っていく。
【人件費及び人件費に準ずる費用】
　類似団体平均を若干下回っているが，財政力が弱く，経常収支比率が上昇し財政構造が硬直化しているため，今後とも給与の適正化に努める。
【公債費及び公債費に準ずる費用】
　公債費に準ずる費用においては，一般廃棄物処理施設の建設や町の基幹産業である農業の振興に必要な基盤整備により，一部事務組合や土地改良区へ
の負担金が多額となっていることから，類似団体平均を上回っている。
　公債費においては，類似団体平均を下回っているが，過去の比率から見ると上昇傾向にあることから，今後予定されている事業の規模縮小や時期の延伸な
ど見直しを行い，町債の発行を抑制することにより，平均水準まで低下させる。
【普通建設事業費】
　類似団体平均を大幅に下回っているが，財政力が弱く，経常収支比率が上昇し財政構造が硬直化しているため，普通建設事業に係る町債の発行を抑制す
ることから，今後予定されている事業の規模縮小や時期の延伸など見直しを行い，今後も事業費の削減を図る。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 1,390,207 76,138 76,495 ▲ 0.5
賃金（物件費） 50,095 2,744 4,744 ▲ 42.2
一部事務組合負担金（補助費等） 213,820 11,710 11,824 ▲ 1.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 336 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 69,470 3,805 3,430 10.9
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 6,407 351 1,451 ▲ 75.8
▲退職金 ▲ 164,847 ▲ 9,028 ▲ 7,099 27.2
合計 1,565,152 85,719 91,181 ▲ 6.0

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.45 8.39 ▲ 0.94
ラスパイレス指数 94.3 95.1 ▲ 0.8

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

611,083 33,467 41,239 ▲ 18.8

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 107,820 5,905 11,591 ▲ 49.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

249,007 13,637 6,528 108.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

85,775 4,698 1,516 209.9

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 16 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 480,808 ▲ 26,333 ▲ 31,586 ▲ 16.6

合計 572,877 31,375 29,303 7.1

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

897,061 46,947 95.5 64,475 ▲ 10.4 105.9

うち単独分 380,126 19,894 ▲ 11.0 43,292 ▲ 9.9 ▲ 1.1

163,038 8,641 ▲ 81.6 57,561 ▲ 10.7 ▲ 70.9

うち単独分 121,621 6,446 ▲ 67.6 38,752 ▲ 10.5 ▲ 57.1

137,649 7,367 ▲ 14.7 49,563 ▲ 13.9 ▲ 0.8

うち単独分 115,670 6,191 ▲ 4.0 32,061 ▲ 17.3 13.3

156,087 8,438 14.5 50,707 2.3 12.2

うち単独分 151,361 8,182 32.2 32,323 0.8 31.4

258,026 14,131 67.5 57,400 13.2 54.3

うち単独分 200,879 11,002 34.5 34,972 8.2 26.3

過去５年間平均 322,372 17,105 16.2 55,941 ▲ 3.9 20.1

うち単独分 193,931 10,343 ▲ 3.2 36,280 ▲ 5.7 2.5
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